
　

一般社団法人ＳＲＪ砕石生産協議会定款

第１章　総則

（名称）

第１条　当法人は、一般社団法人ＳＲＪ砕石生産協議会と称する。

（事務所）

第２条　当法人は、主たる事務所を大阪市に置く。



（目的）

第３条　当法人は、日本の砕石業における生産技術、品質管理及び安定供給体

制の健全な形を研究し、砕石業の発展と地位向上を通して、社会に貢献

することを目的とする。

（事業）

第４条　当法人は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。

　　（１）社会貢献や業界の地位向上のための広報事業

　　（２）生産、品質及び供給に関する調査・研究・指導

　　（３）環境に配慮した生産技術の研究及び情報提供

　　（４）災害発生時の協力体制の構築

　　（５）会員へのSDGsの取り組みの事例紹介及び推奨

　　（６）その他、当法人の目的を達成するために必要な事業

　　（７）前各号に附帯関連する一切の事業

（公告方法）

第５条　当法人の公告は、官報により行う。

（機関）

第６条　当法人は、当法人の機関として社員総会及び理事以外に理事会及び監事を

置く。

第２章　社員及び会員

（社員・会員の資格等）

第７条　当法人の構成員は次のとおりとし、正会員をもって一般社団法人及び

一般財団法人に関する法律第１１条第１項第５号等に規定する社員とす

る。

　　（１）正会員　　当法人の目的に賛同し、当法人に入会した砕石製造法人

　　（２）賛助会員　当法人の事業を賛助するために入会した個人又は法人

（会員の入会）

第８条　当法人の会員となるには、入会申込書を事務局に提出し、理事会の承

認を受けなければならない。

（会費）

第９条　会員は、理事会で別に定める会費を納入しなければならない。

　　　２　通常の会費の他に、社員総会で別途特別負担金を定めた場合は、こ

れを納入しなければならない。

　　　３　会費については、退会等理由の如何を問わず返金しないものとす

る。



（会員の退会）

第１０条　会員が当法人を退会しようとするときは、３か月前までに事務局に

退会届を提出しなければならないが、やむを得ない事由があるとき

は、いつでも退会することができる。

　　　２　会員が、次の各号のいずれかに該当するときは、退会したものとみ

なす。

　　　（１）死亡又は失踪宣告を受けたとき

　　　（２）廃業又は解散したとき

　　　（３）破産手続き開始の決定がされたとき

　　　（４）会費を６か月以上納入しないとき

（除名）

第１１条　会員が次の各号のいずれかに該当するときは、社員総会の特別決議

によって、当該会員を除名することができる。この場合、当該会員に

対し、社員総会の１週間前までに理由を付して除名する旨の通知を

し、社員総会において、議決の前に弁明の機会を与えなければならな

い。

　　　（１）この定款その他の規約、規則及び細則に違反したとき

　　　（２）当法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき

　　　（３）その他除名すべき正当な事由があるとき

第３章　社員総会

（社員総会の種別）

第１２条　定時社員総会は、年に１回事業年度終了後３か月以内に開催し、臨

時社員総会は必要があるときに開催する。

（構成）

第１３条　社員総会は、正会員をもって構成する。

（招集）

第１４条　社員総会は、理事会の決議に基づき会長がこれを招集する。会長に

事故もしくは支障があるときは、副会長がこれを招集する。

　　　２　社員総会を招集するには、会日の１週間前までに正会員に対してそ

の通知を発しなければならない。ただし、社員総会に出席しない正会

員が書面又は電磁的方法によって議決権を行使することができること

とするときは、会日の２週間前までに正会員に対してその通知を発し

なければならない。

　　　３　前項の通知は、会議の日時、場所及び会議の目的である事項を記載

した書面でしなければならない。



（招集手続の省略）

第１５条　社員総会は、総正会員の同意があるときは、招集手続を経ずに開催

することができる。

（議長）

第１６条　社員総会の議長は、出席した正会員の中から選出する。

（議決権）

第１７条　正会員は、社員総会において１個の議決権を有する。

（決議）

第１８条　社員総会の決議は、法令又はこの定款に別段の定めがある場合を除

き、総正会員の議決権の過半数を有する正会員が出席し、出席した正

会員の議決権の過半数をもって行う。

　　　２　前項の定めにかかわらず、次の決議は、総正会員の半数以上であっ

て、総正会員の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。

　　　（１）会員の除名

　　　（２）監事の解任

　　　（３）役員等の責任の一部免除

　　　（４）定款の変更

　　　（５）解散

　　　（６）その他法令で定められた事項

（議決権の代理行使）

第１９条　正会員は、他の正会員を代理人として議決権を行使することができ

る。この場合には、社員総会ごとに代理権を証する書面を提出しなけ

ればならない。

（社員総会議事録）

第２０条　社員総会の議事については、法令に定める事項を記載した議事録を

作成し、１０年間主たる事務所に備え置くものとする。

第４章　役員

（役員）

第２１条　当法人に次の役員を置く。

　　　（１）理事　　５名以上１０名以内

　　　（２）監事　　１名以上３名以内

　　　２　理事の中から１名を会長、３名以内を副会長とする。



（理事の資格）

第２２条　当法人の理事は、正会員の役員（執行役員を含む）とする。

（選任の方法）

第２３条　理事及び監事の選任は、社員総会において総正会員の議決権の過半

数を有する正会員が出席し、出席した当該正会員の議決権の過半数を

もって行う。

（任期）

第２４条　理事及び監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時社員総会の終結の時までとする。ただし、再

任を妨げない。

　　　２　補欠により就任した理事及び監事の任期は、前項の規定にかかわら

ず、前任者の残任期間とする。

　　　３　増員により就任した理事の任期は、他の在任理事の任期の残存期間

と同一とする。

　　　４　理事及び監事は、辞任又は任期満了後といえども、この定款に定め

る員数を欠くこととなる場合には、後任者が就任するまでその職務を

行わなければならない。

（職務及び権限）

第２５条　会長は、代表理事として当法人を代表し、業務を総括する。

　　　２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠員のとき

は、その職務を代行する。

　　　３　監事は、理事の職務の執行を監査し、当法人の業務及び財産の状況

を調査することができる。

（報酬等）

第２６条　理事及び監事は、無報酬とする。

　　　２　理事及び監事に当法人の活動を行うための費用を支弁することがで

きる。

（解任）

第２７条　理事及び監事が次の各号のいずれかに該当するときは、法令の規定

に従い社員総会の議決により、これを解任することができる。

　　　（１）心身の故障により、職務の執行に堪えられないと認められるとき

　　　（２）職務上の義務違反、その他理事及び監事としてふさわしくない行

為があったとき

第５章　理事会



（構成）

第２８条　理事会は、すべての理事をもって構成する。

（権限）

第２９条　理事会は、次の職務を行うものとする。

　　　（１）社員総会の日時及び場所ならびに議事に付すべき事項の決定

　　　（２）各種規則の制定、変更及び廃止に関する事項

　　　（３）前各号に定めるもののほか当法人の業務執行の決定

　　　（４）理事の職務の執行の監督

　　　（５）会長及び副会長の選定及び解職

　　　２　理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を理事に

委任することができない。

　　　（１）重要な財産の処分及び譲受け

　　　（２）多額の借財

　　　（３）重要な使用人の選任及び解任

　　　（４）従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止

（招集）

第３０条　理事会は、会長が招集し、会日の３日前までに理事及び監事に対し

て招集の通知を発するものとする。ただし、緊急の場合にはこれを短

縮することができる。

　　　２　会長に事故もしくは支障があるときは、副会長がこれを招集する。

（招集手続の省略）

第３１条　理事会は、理事及び監事全員の同意があるときは、招集手続を経ず

に開催することができる。

（議長）

第３２条　理事会の議長は、会長がこれに当たる。ただし、会長に事故もしく

は支障があるときは、副会長がこれに代わるものとする。

（決議）

第３３条　理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席

し、その過半数をもって行う。

（決議の省略）

第３４条　理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合にお

いて、当該提案につき議決に加わることができる理事の全員が書面に

より同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案に異議を述べた場合

を除く）は、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみ

なす。



（理事会議事録）

第３５条　理事会の議事については、法令に規定する事項を記載した議事録を

作成し、出席した会長及び監事がこれに署名又は記名押印し、１０年

間主たる事務所に備え置くものとする。

第６章　事務局等

（事務局）

第３６条　当法人は、その事務を処理するため、事務局を置く。

（専門部）

第３７条　当法人は、その事業の円滑な遂行を図るため、専門部を設けること

ができる。

　　　２　組織及び運営に関して必要な事項は、理事会で定めるものとする。

（仲裁委員会）

第３８条　当法人は、会員間の紛争が発生し、会員からの仲裁の申し出があっ

た場合は、その仲裁のため、理事会内に仲裁委員会を設置することが

できる。

第７章　計算

（事業年度）

第３９条　当法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終

わる。

（事業報告及び決算）

第４０条　当法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が

次の書類を作成し、監事の監査を受け、理事会の承認を受けなければ

ならない。

　　　（１）事業報告

　　　（２）事業報告の附属明細書

　　　（３）貸借対照表

　　　（４）損益計算書（正味財産増減計算書）

　　　（５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書

　　　２　前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号及び第４号の書類

については、定時社員総会に提出し、第１号の書類についてはその内

容を報告し、第３号及び第４号の書類については承認を受けなければ

ならない。



　　　３　第１項の書類のほか、監査報告を主たる事務所に５年間備え置くと

ともに、定款及び社員名簿を主たる事務所に備え置くものとする。

（剰余金の不配当）

第４１条　当法人は、剰余金の配当はしないものとする。

（残余財産の帰属）

第４２条　当法人が清算する場合において有する残余財産の帰属は、社員総会

の決議によって定めるものとする。

第８章　附則

（設立時社員）

第４３条　当法人の設立時社員の名称及び住所は、次のとおりである。

　　　　　兵庫県姫路市家島町真浦２５３０番地

　　　　　　　　有限会社竹中石材　　代表取締役　竹中新一

　　　　　兵庫県姫路市家島町真浦２５１９番地

　　　　　　　　西島採石株式会社　　代表取締役　山本憲章

　　　　　大阪府大阪市浪速区難波中一丁目１４番４号

　　　　　　　　京阪砕石株式会社　　代表取締役　木村富彦

　　　　　大阪府高槻市大字原８５６番地の４

　　　　　　　　中央砕石株式会社　　代表取締役　山本和成

　　　　　大阪府堺市堺区戎島町五丁４２番地

　　　　　　　　中上マテリアル有限会社　　代表取締役　中上徹

　　　　　和歌山県和歌山市雑賀崎２０２１番地の９

　　　　　　　　株式会社豊工業所　　代表取締役　久保晋典

　　　　　和歌山県橋本市学文路１９１番地の２

　　　　　　　　南海砂利株式会社　　代表取締役　上田純也

　　　　　奈良県御所市城山台５８７番地の３

　　　　　　　　山本商事株式会社　　代表取締役　山本譲二

（設立時役員）

第４４条　当法人の設立時理事、設立時監事及び設立時代表理事は、次のとお

りとする。

　　　　　設立時理事（会長）　　　上　田　純　也

　　　　　設立時理事（副会長）　　下　田　知　大

　　　　　設立時理事　　　　　　　山　本　譲　二

　　　　　設立時理事　　　　　　　久　保　晋　典

　　　　　設立時理事　　　　　　　山　本　憲　章

　　　　　設立時理事　　　　　　　木　元　伸　哉

　　　　　設立時監事　　　　　　　中　上　　　徹



　　　　　設立時監事　　　　　　　山　本　和　成

　　　　　設立時代表理事　　　（※当欄は個人住所記載部分につき、当資料での記載割

愛）

　　　　　　　　　　　　　　　　　上　田　純　也

（最初の事業年度）

第４５条　当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から令和５年３月３１

日までとする。

（定款に定めのない事項）

第４６条　この定款に定めのない事項については、すべて法人法その他の法令

の定めるところによる。

　以上、一般社団法人ＳＲＪ砕石生産協議会 を設立のため、設立時社員 有限

会社竹中石材 外７名 の定款作成代理人である司法書士法人なにわ合同（代表

社員　吉田篤史）は、電磁的記録である本定款を作成し、電子署名する。

　令和４年６月２０日

　　　　　設立時社員　　兵庫県姫路市家島町真浦２５３０番地

　　　　　　　　　　　　有限会社竹中石材　　代表取締役　竹中新一

　　　　　設立時社員　　兵庫県姫路市家島町真浦２５１９番地

　　　　　　　　　　　　西島採石株式会社　　代表取締役　山本憲章

　　　　　設立時社員　　大阪市浪速区難波中一丁目１４番４号

　　　　　　　　　　　　京阪砕石株式会社　　代表取締役　木村富彦

　　　　　設立時社員　　大阪府高槻市大字原８５６番地の４

　　　　　　　　　　　　中央砕石株式会社　　代表取締役　山本和成

　　　　　設立時社員　　大阪府堺市堺区戎島町五丁４２番地

　　　　　　　　　　　　中上マテリアル有限会社　　代表取締役　中上徹

　　　　　設立時社員　　和歌山市雑賀崎２０２１番地の９

　　　　　　　　　　　　株式会社豊工業所　　代表取締役　久保晋典

　　　　　設立時社員　　和歌山県橋本市学文路１９１番地の２

　　　　　　　　　　　　南海砂利株式会社　　代表取締役　上田純也

　　　　　設立時社員　　奈良県御所市城山台５８７番地の３

　　　　　　　　　　　　山本商事株式会社　　代表取締役　山本譲二

　　　　　上記設立時社員８名の定款作成代理人

　　　　　　　　　　　　大阪市北区西天満四丁目１０番３号



　　　　　　　　　　　　司法書士法人　なにわ合同

　　　　　　　　　　　　代表社員　吉　田　篤　史


